
 

 

 

 

 

【背景】 

   消防機関による救急搬送件数は、高齢化の進展等により増加傾向にあります。平成 27 年度救急

業務のあり方に関する検討会（総務省消防庁、厚生労働省）では、限りある搬送資源を緊急性の高

い事案に優先して投入するため、転院搬送に係る救急車の適正利用についても検討されています。 

東京都においても消防機関が行う転院搬送は、年間

40,000 件を超える水準で推移しており、平成 26 年度

に都が行った調査では、半数以上は緊急性が低い事案

でした。このため、都では学識経験者、医療機関代表、

東京都医師会で構成する検討会を設置し、国の参照事

項をもとに、消防機関が行う転院搬送の要請に関する

手引きを作成しました。 

この中には、消防機関が行う転院搬送について、

要請時の確認ポイント、要請手順、Ｑ＆Ａ等を載せ

ています。緊急度の高い患者に優先的に搬送資源を

投入できるよう、御協力をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

消防機関が行う転院搬送の要請に関する手引き 

確認のポイント 

１． 転院搬送の要請基準※ 

 
※ 早期医療機関収容を目的

とした、搬送先選定困難な

傷病者の一時受入れ後の

転院搬送依頼の場合は除

きます。 

○ 以下の①、②、③の全てに該当※すると医師が判断した場合に、

消防機関が行う転院搬送の対象となります。 

① 緊急に処置が必要であること 

② 高度医療が必要な傷病者、特殊疾患等に対する専門医療が必要

な傷病者等、要請元医療機関での治療が困難であること 

③ 医療機関が所有する患者等搬送車（病院救急車を含む）、民間

の患者等搬送事業者など他の搬送手段が活用できない場合 

２．転院先医療機関の確保 

○ 転院先となる医療機関は、原則として、傷病者の症状に適応した

医療を速やかに施しうる都内の最も近い医療機関となります。 

要請元医療機関が、転院先の医療機関から受入れの了解を得てく

ださい。 

３．医師の同乗 

○ 原則として、要請元医療機関の医師の同乗※が必要です。 

４．転院搬送依頼書 
○ 転院搬送依頼書（Ｐ６参照）に必要事項を記載し、到着した救急隊

に渡してください。 

 

※ 上記の要件を１つでも満たしていない場合は、医療機関所有の患

者搬送車や民間の患者等搬送事業者等を活用してください。 

⇒東京民間救急コールセンター（Ｐ３参照） 

※ 医師が同乗による病状管理の必要性がないと判断し、搬送途上

における相当な措置を講じた場合は除きます。その場合は、医療

機関が患者・家族等に医師が同乗しないことについて説明し、了

承を得ておいてください。 

【相当な措置の例】 

○医師から病状管理の指示を受けた看護師が同乗する。 

○容態の急激な悪化等がないよう必要な医療処置を行う。 

東京都医師会 
東京都福祉保健局 
東京消防庁 
稲城市消防本部 

平成 26 年度救急搬送実態調査(26.12.3～12.10) 

ｎ＝941 件 
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○ 以下に、消防機関に転院搬送の要請があった最近の事例の中から、転院搬送の要請基準を満

たさないと考えられる事例をお示しします。 

５つの事例に共通するは、緊急性が乏しいと考えられる事例であることです。 

【事例１】 ベッド満床 下りの転院  

   ８０歳代女性、大腿骨頸部骨折で救急搬送され入院していた。数日後、患者の状態が安定

し、院内のベッドが満床となったため、救急車を要請し他の医療機関へ転院搬送となった。 

【事例２】 リハビリ目的 

   ６０歳代男性、誤嚥性肺炎の専門処置が終わり、引き続きリハビリによる療養が必要なた

め、救急車を要請し、リハビリ専門の医療機関へ転院搬送となった。 

【事例３】 遠距離の転院    

   ４０歳代男性、急性腹症で救急搬送され、初療処置後、入院治療の必要があったため、救

急車を要請し、近くに受入可能な医療機関があるにもかかわらず、遠方にある患者宅近くの

かかりつけの医療機関へ転院搬送となった。 

【事例４】 移動手段あり 検査目的 

９０歳代男性、高齢者施設内で発熱したため、施設の車でクリニックを受診したところ、

血液検査で炎症反応を認めた。状態は安定していたが精密検査が必要となったため、救急車

を要請し、近隣の関連医療機関へ転院搬送となった。 

【事例５】 緊急性なし 自力受診可能 

５０歳女性、鼻出血で耳鼻咽喉科クリニックを自力受診し止血処置後、引き続き専門治療

が必要となったため、バイタルが安定し歩行可能であったが救急車を要請し、他の医療機関

への転院搬送となった。 

不適切な要請と考えられる事例 キーワード 

○ 以下に、「緊急度判定プロトコル Ver.１.１ 救急現場」（総務省消防庁）で示された緊急度

分類を掲載します。 

この緊急度分類は、医学的観点から傷病者が医師の管理下に置かれるべき時間として緊急度

の高い順に３つ区分し、これに緊急性のない類型を加えた４つの区分となっています。 

原則として、「赤（緊急）」、「黄（準緊急）」に該当する事例が、消防機関が行う転院搬送の

対象になると考えられます。 
 

緊急度の類型 定義 

赤 

（緊急） 

・すでに生理学的に生命危機に瀕している病態 

・病態が増悪傾向にあり、急激に悪化、急変する可能性のある病態 

黄 

（準緊急） 
時間経過が生命予後・機能予後に影響を及ぼす病態 

緑 

（低緊急） 
「緊急」、「準緊急」には該当しないが、診察が必要な病態 

白 

（非緊急） 
「緊急」、「準緊急」、「低緊急」に該当せず、医療を必要としない状態 
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【注意事項】 

○ 転院搬送を実施した後、転院先医療機関から救急車は出場体制をとります。帰りの交通機関の

確保は、要請元医療機関で対応をお願いいたします。 

○ 転院理由等に関し、後日、問合せをさせていただく場合があります。 

【参 考】 

○ 患者等搬送事業者（東京消防庁認定）一覧は、東京消防庁ホームページ（安全・安心情報＞ 

救急アドバイス＞患者等搬送事業者認定表示制度）から閲覧できます。 

○ 東京民間救急コールセンター（公益財団法人東京防災救急協会）では、緊急性がない通院や

受診、入退院や病院から病院への転院搬送等の際に、民間救急事業者又はサポートＣａｂ（タク

シー）を案内しています。 

 

○転院先医療機関を早急

に確保し、転院搬送の

要請をしてください。 

○救急隊が到着するま

でに同乗する医師を

確保しておいてくだ

さい。 

※医師同乗による病状管理

の必要がない場合は、搬

送途上における相当な措

置を講じてください。 

⇒Ｐ１参照 

医療機関の患者搬送車、

民間の患者等搬送事業者

など他の手段の活用をお

願いします。 

⇒本ページ【参考】参照 

要請基準の全てに該当 

①緊急に処置が必要 

②当該医療機関で治療困難 

③他の搬送手段が活用不可 

 

○転院搬送要請の電話番号（119ではありません。） 

23区           03-3212-2119 

多摩地区       042-521-2119 

稲城市     042-377-7119 
○転院搬送要請の電話番号（119ではありません。） 

はい 

いいえ 

○転院搬送依頼書（別紙）に必要事項を記載 

○患者の速やかな転院のための事前準備 

○転院先医療機関の確保 

○同乗する医師の確保 

いいえ 

はい 

○到着した救急隊に、記載した転院搬送依頼書を渡すと

ともに申し送りをしてください。 

確保 

オーミンキュウ・オーキュウキュウ 

ナビダイヤル ０５７０－０３９－０９９ 又は、 ０３－３２６２－００３９ 

※ナビダイヤルは 24 時間無休。平日 9時から 17 時はオペレーターによる案内 

※搬送先選定困難な傷

病者の一時受入れ事案

の転院搬送は除きます。 

消防機関が行う転院搬送の要請手続き 
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     Ａ１ 都県境の医療機関の場合、傷病者の症状に適応した医療を速やかに施しうる最も近い医

療機関が都外になることもあり、地理的にも合理的である場合は、転院搬送を行う場合も

あります。受入先を決定する前に消防本部に連絡し調整してください。 

【転院搬送関係消防本部連絡先】 

23 区：03-3212-2119 多摩地区：042-521-2119 稲城市消防本部：042-377-7119 

     Ａ２ 原則どおり傷病者の症状に適した医療を速やかに施しうる都内の最も近い医療機関か

ら選定してください。ただし、直近選定で転院先医療機関が確保できない場合は、関連病

院への搬送を行う場合もあります。受入先を決定する前に消防本部に連絡し調整してくだ

さい。 

Ａ３ 救命救急センターへの搬送が必要になった場合など緊急事態の場合は、消防本部も協

力しますので連絡してください。 

Ａ４ 転院搬送依頼書は原則、救急隊が要請元医療機関に到着した際に提出していただきま

すが、処置等により記載する暇がない場合は救急隊に口頭で引継ぎ、転院先医療機関に

到着するまでに記載し救急隊に提出してください。 

Ａ５ 医療機関に５回程度搬送連絡を行っているにもかかわらず、搬送先が選定されない東

京ルール事案や搬送先選定困難になる可能性のある傷病者を早期に医師の管理下に置く

ことを目的として、一時的に受け入れた場合となります。  
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Ｑ１ 都県境にある医療機関において、傷病者の症状に適応した医療機関が都外であり、当 

該医療機関を受入先として確保した場合には、転院搬送を要請してもよいか。 

Ｑ４ 患者の緊急性が高く処置を中断できない場合も、救急隊に転院搬送依頼書を提出し

なければならないか。 

Ｑ３ 転院先医療機関の確保に当たり、患者の緊急性が高く処置を中断できず、かつ医療機関

内に他の医師等がいない場合には、転院先医療機関の選定を消防機関にも手伝ってもらう

ことは可能なのか。 

Ｑ２ 転院先医療機関の確保に当たり、地理的な視点だけでなく、関連病院を確保した場合に

は、転院搬送を要請してもよいか。 

Ｑ５ 「早期医療機関収容を目的とした、搬送先選定困難な傷病者の一時受入れを行った

場合」とあるが、具体的な例を教えてください。 

消防機関が行う転院搬送に係るＱ＆Ａ 



 

 

 

 

 

 

 

転院搬送における救急車の適正利用への取組事例 

【事例１】 

キーワード：窓口の一元化、医師と医療ソーシャルワーカーの連携、

情報・事例の集積 

○区部にあり救命救急センターを有し、東京ルールにおける固定型の地域救急医療

センターであるＡ病院では、転院の際の搬送手段の確保や患者・家族への説明を

医療連携機能に一元化することにより、転院搬送における救急車の適正利用に取

り組んでいる。 

○具体的には、医師や看護師が診療継続の必要性を医療ソーシャルワーカーに伝

え、医療ソーシャルワーカーはこれらの情報に加え患者家族の付添の有無や自家

用車の所有状況などを考慮し、搬送手段を検討している。 

○検討に当たっては、利用料の負担についての患者希望も聞きながら、複数の患者

等搬送事業者の中から条件に適した複数の事業者を患者・家族に対して提案して

いる。 

○搬送手段の確保や患者・家族への説明を一元化することにより、情報や経験が積

み重なり、患者や家族に対して状況に適した丁寧な説明を行えるとともに、事業

者との継続的な関係が構築され、搬送手段のスムーズな確保につながっている。 

【事例２】 

キーワード：入院時からの働きかけ、病院としての環境整備、組織方針 

○多摩地域にあり救命救急センターを有し、東京ルールにおける当番型の地域救急

医療センターであるＢ病院では、入院時から患者・家族に対して、転院の際の搬

送手段としては、原則として民間救急車を利用すること、また、費用については

患者負担となることを説明することにより、転院搬送における救急車の適正利用

に取り組んでいる。 

○説明に当たっては、転院の際には症状に応じた適切な医療機関を当該病院が探す

こと、また、地域の医療機能を維持するためにやむを得ない転院であることなど

を、書面にて手交することで患者・家族の理解と協力を求めている。 

○取組を開始するに当たっては、病院として、転院先となる医療機関への協力を依

頼するとともに、患者・家族にお渡しする書面を作成するなど取組を進めるため

の環境を整備している。さらに、病院長から直接、電子メールにて、院内の医師、

看護師、その他職員に対して取組への協力を求めるなど、組織としての方針を明

確にして取組を開始している。 
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別記様式 

転 院 搬 送 依 頼 書 

令和   年  月  日 

東京消防庁       

稲城市消防本部 

医療機関名                

下記のとおり転院搬送の要請基準を確認し、当医療機関の管理と責任の下、転院搬送を依頼します。 

○転院搬送依頼情報欄（要請元医療機関において記入してください。） 

 

 

 

 

 

 

１  転院搬送

依頼情報 

転院先医療機関名 傷病者氏名 担当医師サイン（自筆で記入してください。） 

２  要請基準

の確認 
（全てに該当しなけ

れば搬送できませ

ん。□に✓チェック

してください。） 

 
具体的な転院理由 
（該当する□に✓チェックし、その他の場

合は、その内容を記入してください。） 

高次医療機関への搬送 

緊急手術が必要 

緊急の専門処置が必要 

その他（             ） 
※ 早期医療機関収容を目的とした、搬送先選定困難な傷病者の一時受 

入後の転院搬送依頼に該当する場合は、□に✓チェックしてください。 

 

【要請元医療機関情報】 

同乗者氏名〔                             〕職 種〔                       〕 

【転院先医療機関情報】 

医師氏名〔                               〕担当科〔                       〕 

【傷病者情報】 

傷病者生年月日  T･S･H・R   年   月   日 (     歳) 

傷病者住所〔                            〕  電話番号〔                      〕 

転院元医療機関診断名                        主な既往症 

〔                                    〕  〔                            〕 

【医療機関測定のバイタルサイン】 （     時     分） 

意 識：JCS Ⅰ Ⅱ Ⅲ―（       ） 

呼 吸 数:     回／分（呼吸困難 有 ・ 無） 

S ｐ O 2:     ％（O2   ㍑投与） 

脈 拍 数：     回／分（ 整 ・ 不整） 

【現在実施中の処置・引継内容等】 

〔                                                                  〕 

※ 本様式は東京消防庁のホームページから印刷できます。 ※ 転院搬送依頼書 

は、最終的に救急隊 

で保管します。 
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○医師が記入してください。 

転院搬送の事後検証に活用しますので、搬送された事案について、該当する□に✓チェックしてください。 

□ 緊 急（すでに生理学的に生命危機に瀕している病態、又は急激な悪化・急変が予測される病態） 
□ 準緊急（時間経過が生命予後・機能予後に影響を及ぼす病態） 
□ 低緊急（「緊急」、「準緊急」には該当しないが、診察が必要な病態） 
□ 非緊急（「緊急」、「準緊急」、「低緊急」には該当せず、医療を必要としない状態） 
 

○転院搬送情報欄（下記の情報を救急隊に引き継いでください。） 

参考：総務省消防庁「緊急度判定プロトコル Ver.1.1 救急現場」 

 

○転院先医療機関記入欄 

    
緊急に処置が必要であること 

要請元医療機関での治療が困難であること 

 
他の搬送手段が活用できないと判断されること 

    

    

殿 

【転院搬送関係消防本部連絡先】23 区：03-3212-2119 多摩地区：042-521-2119 稲城市消防本部：042-377-7119 

血 圧：     ／    ㎜ Hg 

瞳 孔： R   ｍｍ（＋・－） L    ｍｍ（＋・－） 

体 温：       ℃ 

そ の 他：（                          ） 

○転院搬送情報欄は、記入又は口頭で救急隊に引き継いでく

ださい。口頭で引き継ぐ場合は救急隊が記入します。 

○転院先医療機関記入欄は、医師が記入して

ください。 

○全てに該当しなければ転院搬送の対象になり

ません。 

○チェック漏れに注意してください。 


